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障害者自立支援給付法 ( 仮称 ) 

( 障害種別に関わりのない 共通の給付等に 関する以下の 事項について 規定 ) 

目 
0  目的、 責務、 用語の定義等 

第二自立支援給付 
0  自立支援給付の 支給決定の手続き 及び支給等 

第三地域生活支援事業 
0  市町村及び都道府県の 実施する地域生活支援事業 

第四事業及び 施設 
0 事業の開始及び 施設の設置等 

第五障害福祉計画 
0 障害福祉計画の 策定等 

第六費用負担 
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「障害者自立支援給付法 ( 仮称 ) 」の骨格案について 

( 注 ) 現在、 法案については、 政府部内で調整中であ り、 今後、 大きな変更があ り得る。 

輔一 総則 

目的、 責務、 用語の定義等を 規定 

法の目的 

0 この法律は、 障害者及び障害児が、 その有する能力を 活用し、 自立した日常生活又は 社 

会生活を営むことができるよ う 、 必要な障害福祉サービスに 係る給付等を 行い、 もって 障 

盲者及び障害児の 福祉の増進を 図ることを目的とすること。 

町、 の圭 

0 市町村は、 障害者が自ら 選択した場所に 居住し、 又は障害者及び 障害児がその 有する能 
力を活用し、 自立した日常生活又は 社会生活を営むことができるよ う 、 障害者等の生活実 

態を踏まえて、 関係機関との 緊密な連携を 図りっ っ 、 必要な自立支援給付及び 地域生活 

支援事業を総合的かっ 計画的に行 う 等の責務を有すること。 

0 都道府県は、 市町村に対する 必要な助言、 情報提供その 他の援助、 障害者等に関する 
相談等のうち 専門的な知識及 び 技術を必要とするものを 行う等の責務を 有すること。 

0 国は、 市町村及び都道府県に 対する必要な 助言、 情報提供その 他の援助を講じる 責務 

を有すること。 

第二自立支援 給 、 

自立支援給付の 支給決定の手続き 及び支給等を 規定 

自立支援給付 

0 自立支援給付は、 介護給付、 訓練等給付、 サービス利用計画作成費の 支給、 自立支援 

医療費の支給、 補装具費の支給等とすること。 
0 介護給付は、 居宅介護、 重度訪問介護、 行動援護、 療養支援、 生活支援、 児童デイサ 
ービス、 短期入所、 重度障害者等包括支援、 共同生活介護、 施設入所支援といった 障 
害福祉サービスに 要する費用の 給付をいうこと。 

0 訓練等給付は、 自立訓練、 就労移行支援、 就労継続支援、 共同生活援助といつた 障害 

福祉サービスに 要する費用の 給付をし㌧こと。 

米 全体の給付体系については、 9 ぺージ参照 
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    圭           ，           介圭               付訓                         ，       など ) の 支 ，決定の手 ， 。 き 
0 介護給付等を 受けようとする 障害者又は障害児の 保護者は、 申請を行い、 市町村の支給 
決定 ( 支給期間、 サービスの種類ごとの 量 ) を受けること。 

0 市町村は、 申請があ ったときは、 その職員に、 面接をさせ、 その心身の状況、 その置かれ 
ている環境その 他の事項について 調査をさせること。 にの業務については、 指定相談支援 

事業者等に委託できること。 ) 

0 市町村は、 障害者給付審査会の 障害程度区分に 関する審査及び 判定の結果等を 踏ま 
え 、 障害程度区分の 認定を行 う こと。 

0 市町村は、 障害程度区分、 障害者等のサービス 利用の意向、 当該障害者等の 介護を行 
う 者の状況その 他の事項を勘案して、 支給決定を行 う こと。 この支給決定に 際し、 市町村 

は、 必要に応じて、 障害者給付審査会に 意見を聴くことができること。 この場合、 障害者 給 

付 審査会は、 必要に応じて、 支給決定に係る 障害者等、 家族などの関係者の 意見を聴く 

ことができること。 

0 支給決定を受けた 障害者等は支給決定の 変更の申請をすることができること。 

0 都道府県は、 市町村が行う 支給決定等の 業務に関して、 身体障害者更生相談所、 知的 
障害者更生相談所、 精神保健福祉センター、 児童相談所等による 必要な援助を 行 う こ 

と。 

0 市町村の委託を 受けて審査判定業務を 行 う 都道府県については、 都道府県障害者給付 
審査会を置くこと。 

0 その他介護給付等の 支給決定の手続き 等について必要な 事項を定めること。 

米 大まかな手続きの 流れについては、 14 ぺージ参照 

介護給付等 ( 介護給付、 訓練等給付等 ) の支給 

0 市町村は、 支給決定を受けた 障害者等が、 障害福祉サービスを 受けたときは、 その費用 

について、 介護給付等を 支給すること。 ( 実務的には、 市町村が事業者に 直接支払う。 ) 

0  市町村は、 支払に関する 事務を、 国民健康保険団体連合会に 委託することができるこ 
と 。 

0 介護給付等の 額は、 障害福祉サービスの 種類ごとに通常要する 費用につき厚生労働大 
臣が定める基準により 算定した額の 百分の九十に 相当する 額 とすること。 

0 自己負担する 額について、 所得に応じた 一定の月額上限額を 定めること。 

0 市町村は、 支給決定を受けた 障害者等が、 都道府県が指定した 事業者以外の 者が提供 
する障害福祉サービス ( 基準該当障害福祉サービス ) を受けた場合であ って、 必要があ る 

と認めるときは、 特例介護給付等を 支給することができること。 

0 自己負担する 額 等については、 激変緩和のために 必要な経過措置を 定めること。 

Ⅹ支給決定を 受けた障害福祉サービスの 自己負担については、 15 ぺージ参照 



指定障害福祉サービス 事業者の指定等 

0 指定障害福祉サービス 事業者等の指定は、 障害福祉サービス 事業等を行う 者の申請に 

より、 都道府県知事が 行 う こと。 

0 指定の更新、 指定障害福祉サービスの 事業の基準、 監督、 指定の取消し 等について定め 

ること。 

自立支援医療費等の 支給認定、 支給 

0 自立支援医療 ( 旧 更生医療、 l 日育成医療及び 旧 精神通院公費 ) を受けようとする 障害者 
又は障害児の 保護者は、 申請を行い、 医療の種類ごとに 市町村又は都道府県の 認定を 
受けること。 

0 市町村又は都道府県は、 心身の状態、 所得等を勘案して、 支給認定を行 う ものとするこ 
と。 
0 支給認定を受けた 障害者等は支給認定の 変更の申請をすることができること。 

0 市町村又は都道府県は、 自立支援医療を 受けるために 必要な費用について、 その百分の 
九十に相当する 額を自立支援医療費として 支給すること。 
0 自己負担する 額について、 所得に応じた 一定の上限額を 定めること。 

0 自己負担する 額 等については、 激変緩和のために 必要な経過措置を 定めること。 

0 その他医療に 係る療養支援を 受けた者に対する 療養支援医療費等の 支給等について 定 
めること。 

米 自立支援医療費 ( 公費負担医療 ) の自己負担については、 30 ぺージ参照 

指定自立支援医療機関の 指定 

0 都道府県知事は、 病院、 診療所、 薬局について、 その開設者の 申請により、 指定自立支 
援 医療機関を指定すること。 
0 その他監督、 指定の取消し 等について必要な 事項を定めること。 

補装具費の支給等 

0 市町村は、 障害者又は障害児の 保護者の申請により、 心身の状況からみて 補装具が必 

要 な者であ るとして市町村が 認めた場合 ( 一定以上の所得の 者を除く ) には、 補装具の購 

入 又は修理に要した 費用について、 補装具費を支給すること。 
0 補装具費の額は、 通常要する費用として 厚生労働大臣が 定める額の百分の 九十に相当 
する 額 とすることその 他補装具費の 支給等について 必要な事項を 定めること。 



第三地域生活支援事業 

市町村及び都道府県の 実施する地域生活支援事業について 規定 

市町村の地域生活支援事業の 実施 

0 市町村の地域生活支援事業として、 次に掲げる事業を 定めること。 
①障害者等の 福祉に関する 各般の問題にっき、 障害者等からの 相談に応じ、 必要な 
情報の提供その 他の便宜を供与するとともに、 障害者等の権 利の擁護のために 必 
要な援助を行 う 事業 
②障害者等の 移動を支援する 事業 
③手話通訳等を 行 う 者の派遣その 他の便宜を供与する 事業 
    地域活動支援センターその 他の施設に通わせ、 創作的活動、 生産活動、 社会との 
交流の促進その 他の便宜を供与する 事業 
⑤日常生活用具を 給付し又は貸与する 事業 
    現に住居を求めている 障害者等にっき、 福祉ホーム等の 居室等を利用させるととも 
に、 日常生活に必要な 便宜を供与する 事業 

など 

都道府県の地域生活支援事業の 実施 

0 都道府県の地域生活支援事業として、 次に掲げる事業を 定めること。 
の障害福祉サービス 又は相談支援の 質の向上のために、 従事者やその 指導者を育 
成する事業 
    緊急時における 障害者等への 対応その他の 広域的に対応する 必要のあ る事業 
    市町村の地域生活支援事業を 行うことが困難な 場合に、 それを補完するため、 広 
域的な対応が 特に必要なものを 市町村と連携を 図りつつ行う 事業 
など 

  
 
 

擦 四事業及び施設 

事業の開始及び 施設の設置等に 関する事項を 規定 

事業の開始及 び 施設の設置等 

0 事業の開始、 施設の設置、 施設の基準、 監督等について 必要な事項を 定めること。 
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五障害福祉計画 

障害福祉計画の 策定等に関する 事項を規定 

の基 

0 厚生労働大臣は、 障害福祉サービス 及び地域生活支援事業を 提供する体制を 整備し、 
自立支援給付等の 円滑な実施を 確保するために 以下のような 事項を定める 基本的な指 

針を定めること。 

①障害福祉サービス 等を提供する 体制の確保に 関する基本的な 事項 
②市町村障害福祉計画及 び 都道府県障害福祉計画の 作成に関する 事項 
③その他必要な 事項 

市町村障害福祉計画 

0 市町村は、 基本指針に即して、 障害福祉サービス 及 び 地域生活支援事業を 提供する体 
制の確保に関する 以下の事項を 定めた市町村障害福祉計画を 定めること。 
①障害福祉サービス 等の量の見込み 
②障害福祉サービス 等の見込み量の 確保のための 方策 

③地域生活支援事業の 実施体制 
④その他必要な 事項 
0 その他市町村障害福祉計画を 定めるために 必要な事項を 定めること。 

都道府県障害福祉計画 

 
 

0 都道府県は、 基本指針に即して、 市町村障害福祉計画の 達成に資するため、 各市町村 
を通ずる広域的な 見地から、 障害福祉サービス 及 び 地域生活支援事業を 提供する体制 
の確保に関する 以下の事項を 定めた都道府県障害福祉計画を 定めること。 
①都道府県が 定める区域ごとの 障害福祉サービス 等の量の見込み 

②障害福祉サービス 等の見込み重の 確保のための 方策 
③障害福祉サービス 等に従事する 者の確保又は 資質の向上のために 講ずる措置に 関す 

る 事項 
④障害者支援施設の 入所定員総数 
⑤地域生活支援事業の 実施体制 
⑥その他必要な 事項 
0 その他都道府県障害福祉計画を 定めるために 必要な事項を 定めること。 

Ⅹ障害福祉計画に 関しては、 36 ぺージ参照 



第六費用 負押 

介護給付等の 費用に関する 市町村、 都道府県及 び 国の負担について 規定 

市町村の支弁 

0 介護給付等に 要する費用、 市町村が行 う 自立支援医療費の 支給に要する 費用、 補装具 
費の支給に要する 費用、 市町村の地域生活支援事業に 要する費用等について、 市町村 
が 支弁すること。 

都道府県の支弁 

0 都道府県が行 う 自立支援医療費の 支給に要する 費用度 ぴ 都道府県の地域生活支援事 
案 に要する費用について、 都道府県が支弁すること。 

都道府県の負担等 

0 都道府県は、 市町村の支弁する 自立支援給付に 要する費用について、 百分の二十五を 
負担すること。 

0 市町村の地域生活支援事業に 要する費用に 対する都道府県の 補助に関すること。 

  
0 国は、 市町村等の支弁する 自立支援給付に 要する費用について、 百分の五十を 負担す 
ること。 

0 市町村及び都道府県の 地域生活支援事業に 要する費用に 対する国の補助に 関するこ 

と 。 

Ⅹ介護給付等の 費用の支弁の 仕方については、 37 ぺージ参照 
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第七その 

その他必要な 事項について 規定 

0 介護給付等に 関する処分に 不服があ る障害者又は 障害児の保護者は、 都道府県に置く 
不服審査会に 審査請求をすることができること。 
0 その他必要な 事項を定めること。 

卸也 

0 市町村の調査権 限、 大都市特例、 罰則その他必要な 事項を定めること。 

@ 行 期目 

0 自立支援医療 ( 公費負担医療 ) の利用者負担の 見直し等に関する 事項，‥平成 17 年 10 
月 

0 障害福祉サービスの 利用者負担並びに 在宅サービスに 係る費用の国及び 都道府県の義 

務 的負担化に関する 事項‥・平成 18 年Ⅰ 月 
0 新たな事業，施設体系への 移行、 地域生活支援事業の 実施等に関する 事項、 児童施設 
に関する事項 ( 契約制、 利用者負担 ) ‥・平成 18 年 10 月 

Ⅹ制度改正スケジュールについては、 38 ぺージ参照 

精神保健福祉法等の 関係法律の改正等 

0 「精神分裂病」の「統合失調症」への 名称変更、 任意入院患者に 関する病状報告、 改善 
命令に従わない 精神病院に関する 公表制度等について 精神保健福祉法を 改正するこ 
と。 

0 現在都道府県の 措置により利用されている 児童施設について、 都道府県の支給決定に 
基づく契約による 利用、 定率負担の導入等を 行 う こと。 

0 その他障害者福祉 各法 をはじめとする 関係法律の改正を 行 う こと。 
0 必要な経過措置を 設けること。 
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